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ベネズエラ経済（２０１２年７月）

１．経済概要

（１）政府の各種政策・統計

●世界知的所有権機関で実施した調査によると，２０１２年世界イノベーション・ランキン

グにおいて，当国は昨年の順位から１６位下がり，１４１の対象国・地域中１１８位だっ

た。

●ベネズエラ自動車商工会議所（ＣＡＶＥＮＥＺ）によると，今年上半期の自動車生産高は，

昨年同期比１２．８８％増となる，５万８，０４４台であった。

●国連経済開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）によると，当国は外国からの２０１１年の投資受入額

が，ラ米・カリブ地域において９番目で，２０１０年に比し３３９％増となる５３億２０

０万ドルであった。

●国家統計庁（ＩＮＥ）は，６月の失業率が昨年同期比１．２％改善し，７．４％になった

と発表した。

●ベネズエラ輸出協会（ＡＶＥＸ）前会長は，ベネズエラの非石油産品の輸出額が，今年末

史上最低となる旨予想した。

●ＢＡＮＫ ＯＦ ＡＭＥＲＩＣＡのエコノミストは，２０１３年に政府が７５％通貨を切

り下げ，為替公定レートを１ドル＝７．３ボリバルとする旨予想した。

●１７日，チャベス大統領は，ベネズエラが南アメリカの農業大国になり，間もなく，国内

需要に対応するのみならず，南アメリカ及びカリブ地域へ食料を輸出することができると

述べた。

●１７日，昨年８月に大統領授権法を通じて国営化された金採掘企業ＲＵＳＯＲＯ社（ロシ

アとカナダの合弁）が，当国政府を投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）へ提訴して

いる旨発表した。（提訴日は不明）

●徴税監督庁（ＳＥＮＩＡＴ）は，２０１２年上半期の徴税額が，昨年同期比３０．８％増

となる８８２億ボリバルであった旨発表した。インフレ率（昨年６月から今年６月までの

１年間のインフレ率，２１．３％）を考慮しても，実質７．８％増であった。

●２０日，政府は２００３年以降禁止されてきた国内における外貨口座の開設を解禁する旨

発表した。

●２０日，ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）は，国家開発基金（ＦＯＮＤＥＮ）に対し，外貨

準備高から５億ドルの資金移転を行った。これにより，今年１月から７月までの累積移転

額は３５億ドルとなった一方，外貨準備高は２６９億ドルに減少した。

（２）石油・天然ガス産業

●ベネズエラ石油商工会（ＣＰＶ）と加盟企業の代表は，ベネズエラ政府がエネルギー分野

における協議を進めている中国，ベトナム，韓国のアジア諸国を訪問した。

●米エネルギー省は，今年１月から４月の，当国の米国向け石油輸出量（原油及び石油製品）

が昨年同期の１０２万バレルと比１２．５％減となる，日量８９万２０００バレルであっ

たと発表した。

●２日，パラグアイ石油公社（ＰＥＴＲＯＰＡＲ）のセルジオ・エスコバル総裁は，ベネズエ
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ラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）より燃料供給の契約は継続して有効とする旨連絡があったことを

明らかにした。

●仏トタールは，当国グアリコ州にて運営しているユカル・プラセール・ガス田の生産量を，

２０１４年末までに日量３億立方フィート（原油換算で日量５万５，０００バレル）まで引

き上げる旨発表した。

●１１日，ＯＰＥＣは月例報告書を発表し，今年の石油需要は昨月の予測と同様となる日量

９０万バレル増，２０１３年の原油需要はそれより少ない日量８０万バレル増との予測を

発表した。

●１３日，ベネズエラ石油労働組合（ＦＵＴＰＶ）のランヘル事務局長は，昨年９月末で契

約が失効していた集団雇用契約の２０１３年までの更新にかかる交渉に関し，日額４０ボ

リバル（約９．３ドル）の引き上げ等の改善で妥結した旨を発表した。

●政府は官報において，ナバロ電力大臣が，あらたにＲＵＢＥＮ ＭＡＣＨＡＤＯ氏を原子力

エネルギー部門長に任命した旨発表した。

●１８日，米大手石油メジャーのシェブロンは，ＰＤＶＳＡと２００６年から共同で出資して

いる，合弁石油生産会社のＰＥＴＲＯＢＯＳＣＡＮに対する２０億ドルの融資に関し，ベネ

ズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）と覚書への署名を行った。

●１８日，ＰＤＶＳＡラ・カンピーニャ本社にて，東洋エンジニアリングを含むコンソーシ

アムがＰＤＶＳＡより受注した，エル・パリート製油所拡張工事契約の署名式が実施され

た。

（３）外貨発給状況

外貨管理委員会（ＣＡＤＩＶＩ）は，今年上半期の外貨発給承認額が，昨年同期比０．６％

減となる，１１８億５，８００万ドルになったと発表した。

（４）メルコスールへの加盟

  １日～３０日付け当地各紙にてメルコスール加盟による各種の影響等が掲載された。

２．経済の主な動き

（１） 政府の各種政策・統計

（ア）２０１２年世界イノベーション・ランキング

世界知的所有権機関で実施した調査によると，２０１２年世界イノベーション・ランキング

において，当国は昨年の順位から１６位下がり，１４１の対象国・地域中１１８位だった。

ラ米地域における順位は，地域中唯一上位４０カ国に入ったチリ（３９位）を筆頭に，コロ

ンビア（６５位），ウルグアイ（６７位），アルゼンチン（７０位），ペルー（７５位），ガイア

ナ（７７位），パラグアイ（８４位），エクアドル（９８位），ボリビア（１１４位），ベネズエ

ラ（１１８位）となった。

報告書では，科学研究力，人的資源，インフラ，ビジネス及びマーケット環境等の項目に関

するデータを収集，分析し，国家の経済開発におけるイノベーション優遇政策の役割に関する

分析を行っており，当国は１００ポイント中２５．４ポイントしか得られなかった。

同機関の報告によると，当国の場合，インフラと人的資源では相対的に良い結果が見られた
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ものの，科学研究力，マーケット環境の項目において，重大な欠陥があると指摘され，マーケッ

ト環境のみを分析すると，当国は対象国地域中で最下位（１４１位）となった。

なお，世界第１位は１００ポイント中６８．２ポイントを得たスイスで，ついでスウェーデ

ン，シンガポール，フィンランド，英国，オランダ，デンマーク，香港，アイルランド，米国

となった。

（４日付 エル・ウニベルサル紙）

（イ）２０１２年上半期の自動車生産高

ベネズエラ自動車商工会議所（ＣＡＶＥＮＥＺ）によると，今年上半期の自動車生産高は，

昨年同期比１２．８８％増となる，５万８，０４４台であった。右生産台数は年初の予想値に

は及ばないものの，第一四半期の外貨不足による低迷からは回復が見られる。

６月単月での生産台数は，昨年同月比７．１４％（７０５台）増となる，１万５７３台であっ

た。

販売台数も好調で，上半期の販売台数は昨年同期比１万５４５台増となる，６万７，５７９

台で，そのうち国産車は昨年同期比１４．３％増，輸入車は同４５．７％増であった。

メーカー別では，１位がＧＭの２万４，０１５台で，以下順にフォードが１万４，４２８台，

ＭＭＣが６，８５１台，トヨタが６，７０５台であった。

（５日付 エル・ウニベルサル紙）

（ウ）外国投資受け入れランキング

国連経済開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）によると，当国は外国からの２０１１年の投資受入額が，

ラ米・カリブ地域において９番目で，２０１０年に比し３３９％増となる５３億２００万ドル

であった。なお，計算の元になる数値の出典は，ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）及び国家投資

促進委員会（ＣＯＮＡＰＲＩ）となっている。

他方，投資額額のうち再投資が５０％を占めているが，専門家は当国の外貨政策により，投

資企業が配当を本国に送金できない状況は，他国とは状況が異なるとし，実際に当国への投資

が増えたとは言えないと指摘している。

ラ米・カリブ地域全体での投資受け入れ額は，２０１１年は２０１０年比で１６％増となっ

た。最も外国投資を受け入れたのは，ブラジルで６７０億ドルの投資を受け入れ，順にバージ

ン諸島（５００億ドル），メキシコ（３００億ドル）であった。その他，コロンビア，チリ，

ペルーはそれぞれ１００億ドル程度であった。

（１０日付 エル・ウニベルサル紙）

（エ）６月の失業率

国家統計庁（ＩＮＥ）は，６月の失業率が昨年同期比１．２％改善し，７．４％になったと発

表した。失業者数は，１００万１，７０３名で，昨年同期の１１４万５，４９８人より１４万

３，７９５名少ない。

（１３日付 エル・ウニベルサル紙）

（オ）当国の非石油産品輸出

ベネズエラ輸出協会（ＡＶＥＸ）前会長ＦＲＡＮＣＩＳＣＯ ＭＥＮＤＯＺＡ氏は，ベネズ

エラ産業連盟（ＦＥＤＥＣＡＭＡＲＡ）の第６８回年次総会で「今年，６０年代以降はじめて，

ベネズエラの非石油産品輸出は１０億ドルを切るとみられる。」と述べ，ベネズエラの非石油産

品の輸出が，今年末史上最低となる旨予想した。

同氏は，「見通しはかなり悪く，ベネズエラの競争システムは，新しい法律，港湾の状況，外
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貨の不足により，日々複雑になっている。」と述べると共に，法律上の不安，作為的に固定され

た外貨為替も，大きな障害だと付け加えた。同氏によれば，輸出産業でわずかに残ったのは，

特定のマーケットを得た企業のみである。

同氏は，当国のメルコスール加盟が，国内企業の生産性を減退させる可能性を示唆すると共

に，

「ベネズエラの準備が整っていない状況で，（国内企業に）残された猶予期間を縮める決定を

政府が更に取ることを憂慮する。」と述べ，政府による更なる国内企業の締め付け策の導入に警

戒感を示した。

（１８日付 エル・ウニベルサル紙）

（カ）チャベス政権の経済政策

（ⅰ）チャベス大統領の政府は，歴史的石油ブームにある。一方で，この政権下の経済成長は，

ラ米及びＯＰＥＣ諸国よりも低い水準となっている。また，チャベス大統領政権の大統領任期

毎で比較すると，現在の任期での悪化が観察される。

ＦＥＤＥＣＡＭＡＲＡＳ第６８回年次総会において，英バークレイズ証券のエコノミストで

あるアレハンドロ・グリサンティ氏は，最近１２年間のラ米地域における平均ＧＤＰは，年平

均４％，ＯＰＥＣ加盟国については，同５．３％の成長であったのに対し，当国は同平均２．

９％であったと述べ，雇用創出，貧困対策にもならない公共支出が膨張し，債務が重なり，当

国は経済減退の傾向があると語った。

同氏によると，チャベス政権における１９９９年から２００６年までの石油輸出による歳入

は，年平均３００億ドル，同期間の債務は，１９９９年３１０億ドルから，２００６年末４５

０億ドルと１４０億ドル増加した。

一方，２００７年以降の石油輸出による歳入は，年平均８１０億ドルと拡大したが，同期間

の債務額は１，０００億ドル増加し，１５００億ドルとなった。なお，どちらの期間において

も，ＧＤＰ成長は平均で２．９％であった。

他方，貧困に関し同氏は，「油価の高騰にも関わらず債務は増加したが，加えて資金は貧困対

策へと流れていかなかった。」と述べた。同氏によると，１９９９年から２００６年の間に１４

ポイント下がり，３０％まで減少したが，２００７年以降は４％の減少に留まった。加えて，

２００６年までの国庫の赤字は，平均２％であった一方，２０１１年末には１０％超となった。

（ⅱ）通貨切り下げの可能性

ＢＡＮＫ ＯＦ ＡＭＥＲＩＣＡのエコノミストであるフランシスコ・ロドリゲス氏は，２

０１３年に政府が７５％通貨を切り下げ，為替公定レートを１ドル＝７．３ボリバルとすると

共に，歳出削減を行うと予想する。

通貨切り下げの主な目的は，国庫の赤字を削減することで，切り下げにより財政赤字はＧＤ

Ｐの３％まで削減される。ロドリゲス氏は，当国では通常の場合選挙後に歳出が削減されるこ

とに加え，通貨切り下げにより，２０１３年の当国経済はマイナス３．５％の景気後退に直面

する可能性があると述べた。

（１８日付 エル・ウニベルサル紙）

（キ）政府による農業振興策
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１７日，チャベス大統領は，ベネズエラが南アメリカの農業大国になり，国内需要に対応の

みならず，南アメリカ及びカリブ地域へ食料を輸出することができると述べた。

社会的所有組織（ＵＰＳ）の視察において，同大統領は，間もなく当国は牛乳，チーズ，米，

とうもろこし及び肉を海外に輸出すると述べた。

また，国内の作付け面積が，最近１４年間で１７０万ヘクタールから５０％増となる２８０

万ヘクタールへ増加するとともに，米の栽培についてもこの１０年間で生産が７５％増加した

と述べた。

加えて同大統領は，家畜及び乳牛の生産は，同大統領の任期中に１００%以上の成長が見られ

たと述べると共に，農業，畜産，漁業分野における今年の生産量は，１９９８年の１，７００

万トンから７０．５８％の増加となる，２，９００万トンが予測されており，同大統領が第３

期目の大統領に選出されれば，２０１９年までに４，２００万トンを生産目標にすると述べた。

（１８日付 エル・ウニベルサル紙）

（ク）金採掘企業のＩＣＳＩＤへの提訴

（ⅰ）１７日，客年８月に大統領授権法を通じて国営化された金採掘企業ＲＵＳＯＲＯ社（ロ

シアとカナダの合弁）は，両国間の投資保護協定に違反しているとして，当国政府を投資紛争

解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）へ提訴している旨発表した（提訴した時期は，昨年８月の国

有化発表後としているものの，明確な時期は示されていない）。

同社のアガポブ社長は，「ベネズエラ政府による国有化措置は会社と株主に著しい損失を与

えた。数ヶ月にわたり，我々はベネズエラ政府との係争が友好的に解決できるよう試みてきた

が，結局ベネズエラ政府は友好的解決を望まないと見られたため，今般の国際仲裁の実施に踏

み切った。友好的解決に至らなかったのは遺憾ではあるが，公正な価格での補償がなされるこ

とを確信している。」とのコメントを発表した。

同社の昨年の生産量は２０１０年の年産４．２２トンの半分以下となる２．０３トンへ落ち

込み，金価格が高騰しているにも関わらず，昨年の同社の利益は２５．３％減となる１億７３

０万ドルに落ち込んだ。

ベネズエラ政府は，ＩＣＳＩＤにおいて総額で４５０億ドルの国有化補償金支払いの提訴を

受けており，金採掘関連だけでもＲＵＳＯＲＯ社，ＣＲＹＳＴＡＬＬＥＸ社，ＧＯＬＤ ＲＥＳ

ＥＲＶＥ社，ＮＡＮＥＳＳＡ ＶＥＮＴＵＲＥＳ社から総額６０億ドルの補償金支払いを求め

た提訴を受けている。

（ⅱ）投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）からの脱退確定

２５日，当国は投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）からの脱退が確定した。本年１月

２５日に当国はＩＣＳＩＤに対し脱退の正式通知を行っていた。

脱退の通知後も，仏ＳＡＩＮＴ―ＢＯＢＡＩＮ社，カナダのＲＵＳＯＲＯ社がＩＣＳＩＤへ

の提訴を行ったほか，現在でも２０件を超える提訴がＩＣＳＩＤにおいて審議中であり，脱退

後も審議は継続される。他方で弁護士は，ＩＣＳＩＤ脱退後であっても，二国間協定やその他

の仲裁機関への提訴により，今後も仲裁案件が増える可能性を示唆した。

（補足）

当国は１月２４日にＩＣＳＩＤに対し正式に脱退を表明しているが，脱退を表明する前にＩ
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ＣＳＩＤが受けた提訴は引き続き審議が継続されるため，ＩＣＳＩＤを脱退しても，補償金の

支払いが免除されることにはならないと言われている。

（１７日付 ＲＵＳＲＯ社プレスリリース，１７日，２５日付エル・ウニベルサル紙）

（ケ）２０１２年上半期の徴税額

徴税監督庁（ＳＥＮＩＡＴ）は，２０１２年上半期の徴税額が，昨年同期比３０．８％とな

る８８２億ボリバルであった旨発表した。インフレ率（昨年６月から今年６月までの１年間で，

２１．３％）を考慮しても，実質７．８％増であった。

内訳は，付加価値税（ＩＶＡ）が，昨年同期比３６．９％増で，徴税額全体の５６．２％を

占める４９６億ボリバル，順に法人税が同２８．６％増で，徴税額全体の２７．８％を占める

２４６億ボリバル，関税が同２８．２％増となる８４億ボリバル，たばこ税が同２０．７％増

となる３６億ボリバル，酒税が同３０．２％増となる８億６，５３０万ボリバル，賭博税のみ

昨年と比べ徴税額が減少し，同５３．１％減となる４億１，７００万ボリバルであった。

（２５日付 エル・ナシオナル紙）

（コ）中国人労働者等によるベネズエラ人雇用の減少

住宅建設労働者連盟のカンポス会長によると，当国は中国，ロシア，ベラルーシ，イラン，

キューバとの二国間協定に基づく建設事業を行っているが，政府が進める住宅建設事業（ＧＲ

ＡＮ ＭＩＳＩＯＮ ＶＥＮＥＺＵＥＬＡ）に３万人の中国人労働者が働いている等の原因に

より，約５万人のベネズエラ人の雇用が減少している。

また同会長は，高いスキルをもつベネズエラ人エンジニアや建築士が，公的・民間双方の部

門の事業が停滞する中仕事がない一方，ロシア，ベラルーシ，イラン，キューバ企業はベネズ

エラから（これら高いスキルの求められる）仕事を受注している，建設業における実際の失業

者数は，８０万人に達しており，同分野における失業率は，政府が公表する数値の約２倍であ

る７５％に達していると述べた。

（２０日付 当地エル・ナシオナル紙）

（サ）外貨口座の開設解禁

２０日，政府は官報にて，国内における外貨口座の開設を解禁する旨発表した。レオン・ベ

ネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）役員は，「外貨建て債券取引システム（ＳＩＴＭＥ）における外

貨の取得には，海外に外貨建ての口座を有していなければならないが，全ての人が海外に口座

を開設できるわけではなく，不公平である。」と述べ，今般の処置を行う理由を述べた。

他方今般の処置に加え，ベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）を含む公的企業で輸出を行って

いる企業は，輸出額で得た外貨の５％までを，ベネズエラ政府等が発行し，海外で取引されて

いる外貨建て債券の（外貨による）購入に充て，ＳＩＴＭＥを通じ（債券を媒介してボリバル

を支払いドルを調達したい国内の個人・法人に対し）売却できることとなった。

（２０日付 官報）

（シ）外貨準備高から国家開発基金（ＦＯＮＤＥＮ）への５億ドルの資金移転

２０日，ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）は，国家開発基金（ＦＯＮＤＥＮ）に対し，外貨準

備高から５億ドルの資金移転を行った。これにより，今年１月から７月までの累積移転額は３

５億ドルとなった一方，外貨準備高は２６９億ドルとなった。

今般の措置は，昨年１２月にチャベス大統領が大統領授権法により，ＢＣＶの外貨準備高は
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２６８億ドルを超えた場合，ＦＯＤＮＥＮに外貨が移転されるべく，中央銀行法の改正を行っ

たことに基づくもの。

ＢＣＶは，２００５年から今年の７月までに，累積で４３５億ドルの資金移転を実施した。

（２７日 エル・ウニベルサル紙）

（２） 石油・天然ガス産業

（ア）ベネズエラ石油商工会の中国，ベトナム，韓国への訪問

ベネズエラ石油商工会（ＣＰＶ）と加盟企業の代表は，ベネズエラ政府がエネルギー分野に

おける協議を進めている中国，ベトナム，韓国のアジア諸国を訪問した。

今般の訪問では，ＰＥＴＲＯＶＥＴＮＡＭ，韓国石油公社（ＫＮＯＣ）及び中国石油公社（Ｃ

ＮＰＣ）に加え，２０の石油関連分野の民間企業及び団体との会合が実施され，会合にてＣＰ

Ｖはオリノコ・石油ベルト開発，ＰＤＶＳＡの事業計画，ベネズエラ企業のポテンシャル等に

関する情報を提供した。

今回の訪問の成果として，ベトナムとベネズエラの石油分野における振興及び協力に関する

覚書，韓国エネルギー鉱物資源開発協会と韓国請負業者国際協会との覚書，中国石油産業取引

会議所及びＣＮＰＣとの覚書等，５つの覚書への署名が行われた。

ＣＰＶのＣＡＮＡＲＤ代表は，「今般のアジア訪問により，各国の企業及び団体との関係が深

まった。これにより（当国の）石油鉱業省は，重要な計画の具体化を推進すこととなる。」と述

べた。

ベネズエラ企業からの提案の一つとして，ベネズエラでこれら企業が抱えるプロジェクト，

特にオリノコ・ベルト地帯のカラボボ，フニン鉱区開発における請負業者参入が提案された。

（３日付 エル・ナシオナル紙）

（イ） 米国との石油輸出入量

（ⅰ）米国向け石油輸出量

米エネルギー省は，今年上半期の当国の米国向け原油輸出量が，昨年同期の日量９２万５，

０００バレルに比し１１％減となる，日量８２万３，０００バレルであった旨発表した。また，

今年１月から４月の，当国の米国向け石油輸出量（原油及び石油製品）が昨年同期の１０２万

バレルに比し１２．５％減となる，日量８９万２０００バレルであった旨発表した。

今年４月の単月では，昨年同月の日量９９万７，０００バレルに比し９．３％減，３月の日

量９８万４，０００バレルに比し８．１％減となる，日量９０万４，０００バレルであった。

加えて，直近１年間で，当国から米国向けへの石油輸出量は，日量９０万バレルで，昨年同期

比１０％減であった。

他方，石油製品でも落ち込みが見られ，今年１月から４月までの石油製品の輸出は，昨年同

期の９万７，０００バレルに比し４１．８％減となる日量５万６，０００バレルであった。

４月の単月では，今年は昨年の日量９万６，０００バレルに比し３９％減となる６万９，０

００バレルであった。

直近１年間で輸出した石油製品は，昨年の７万９，０００バレルと比し２７．４％減となる

日量６万２，０００バレルであった。

（ⅱ）米国からの石油輸入量
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昨年１２月当国は，当月の国内ガソリン消費量である８７９万バレルの１１．３％にあたる

１００万バレルのガソリンを米国から輸入した。なお，２００３年２月石油ストライキの際に，

当国は米国から１０１万バレルのガソリンを輸入したが，これは当時と同等の水準である。

また，原油を含めた昨年１２月の米国からの石油輸入量は，２０１０年１２月の輸入量であ

る８７万５，０００バレルに比し１５２％増となる２２１万バレルであった。

年別での当国が米国から輸入した石油製品は，２０１１年が１，１８０万バレル，２０１０

年７３４万バレル，２００９年９５０万バレル，２００８年９７４万バレルとなっている。

当国の石油製品輸入が増加したのは，ＰＤＶＳＡの製油所施設で頻繁に事故があった期間と

一致しており，２０１１年第４四半期，ベネズエラ国内にあるＰＡＲＡＧＵＡＮＡコンビナー

トのＡＭＵＡＹ製油所及びＣＡＲＤＯＮ製油所，ＰＵＥＲＴＯ ＣＡＢＥＬＬＯにあるＥＬ

ＰＡＬＩＴＯ製油所に重大な欠陥が見つかり，原油精製に影響が出た。

（ⅲ）米国の石油輸入量

世界最大のエネルギー消費国である米国の本年４月の原油及び石油製品輸入量は，昨年同期

の日量１，１５９万バレルに比し８．９％減となる同１，０６３万バレルであった。

４月の米国向け原油及び石油製品供給元は１位がカナダの日量２９３万バレル，順にサウジ

アラビアの日量１５８万バレル，メキシコの日量１００万バレルで，経済のみならず政治的に

米国の同盟国である，これら３カ国に続き，ベネズエラはアメリカの供給元として第４位であっ

た。

ナイジェリアは，日量４８万３，０００バレルの輸出で第５位となったが，昨年４月の輸出

量は日量９２万２，０００バレルで，今年は昨年同期比４７．６％の減少と大幅に下落した。

ベネズエラと中国の政治的接近により，中国へ輸出する原油及び石油製品は少なくとも日量

６０万バレルに増え，これにより，ベネズエラからの石油の輸出量において，中国はアメリカ

に近づいている。

（３日，１２日，２６日付 エル・ウニベルサル紙）

（ウ）パラグアイ向け石油輸出

２日，パラグアイ石油公社（ＰＥＴＲＯＰＡＲ）のセルジオ・エスコバル総裁は，ベネズエ

ラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）より燃料供給の契約は継続して有効とする旨連絡があったことを明

らかにした。

同総裁は，パラグアイ紙ＡＢＣ ＣＯＬＯＲを引用し，バスケスＰＤＶＳＡパラグアイ所長

が，「全ての取引が通常通り行われていて，供給も再開するだろう。」と述べた点に言及した。

ＰＥＴＲＯＰＡＲは，ＰＤＶＳＡから日量２万５，０００バレルの燃料を輸入しており，Ｐ

ＤＶＳＡへ２億６，０００万ドルの負債を有している。

１０日前，チャベス大統領は，ルゴ・パラグアイ元大統領罷免の報復として，パラグアイ向

け燃料の輸出を中断すると発表したが，この輸出は継続される。

（４日付 エル・ウニベルサル紙）

（エ）ユカル・プラセール・ガス田の増産計画

仏トタールは，当国グアリコ州にて運営しているユカル・プラセール・ガス田の生産量を，

２０１４年末までに日量３億立方フィート（原油換算で日量５万５，０００バレル）まで引き
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上げる旨発表した。

ユカル・プラセール・ガス田は６９．５％の株式を仏トタールが保有し，その他には西ＲＥ

ＰＳＯＬ及び当地のＩＮＥＰＥＴＲＯＬが出資し，２００４年から事業を行っている。

（１０日付 エル・ウニベルサル紙）

（オ）ＯＰＥＣの７月報告書

１１日，ＯＰＥＣは月例報告書を発表し，今年の石油需要は昨月の予測と同様となる日量９

０万バレル増，２０１３年の原油需要はそれより少ない日量８０万バレル増との予測を発表し

た。

世界経済の回復が不安定なことから，原油需要も不確定な状況で，ＯＰＥＣは非ＯＥＣＤ加

盟国の経済が，継続して２０１３年の原油需要の拡大に寄与することが期待されると分析する

と共に，鉱業・運輸部門が，世界の石油需要を高める最大の鍵となると分析した。

ＯＰＥＣは，加盟国の原油バスケット価格が３ヶ月連続で値を下げ，１８ヶ月ぶりに１バレ

ル１００ドルを切り，６月には９３．９８ドルになった旨強調した。世界経済金融危機の最中，

月間１３％の急落は２００８年１２月の２２％の急落に次いで激しく，ＷＴＩの場合，６月の

下落は１２．３１ドルで，２０１２年第２四半期中では２３．８０ドルの下落となった。

北海ブレントの下落幅は更に大きく，６月に１４．３６％，２０１２年第２四半期中の下げ

幅は２８．６２ドルとなっている。

他方，ベネズエラ原油バスケット価格の６月の下落幅は，１４．５８ドルで，価格は１バレ

ル平均９０．８８ドルとなった。

石油価格の下落は，石油省が石油輸出に課す高額な税金の納付に大きな影響しており，今年

４月，１バレル平均１１４．０２ドルの際には，３１億ドル近くの納税があったが，６月はわ

ずか１６億ドルとなり，国家開発基金（ＦＯＮＤＥＮ）への納付に１５億ドルの差が出た。

（１２日付 エル・ウニベルサル紙）

（カ）石油産業に従事する労働者の賃金引き上げ

１３日，ベネズエラ石油労働組合（ＦＵＴＰＶ）のランヘル事務局長は，昨年９月末で契約

が失効していた集団雇用契約の２０１３年までの更新にかかる交渉に関し，日額７９ボリバル

から同１１９ボリバルへ，同４０ボリバル（約９．３ドル）の引き上げ，食糧配給チケットの

２，１００ボリバルから２，７００ボリバルへの引き上げ等の改善で妥結した旨を発表した。

今回の引き上げにより，給与及び福利厚生の総額は，以前と比し７２％増となる。

給与の引き上げは２段階で実施され，２０１１年１０月１日に遡及して日額３０ボリバル，

２０１３年１月からは，右に加え日額１０ボリバルの上乗せが実施される。

同事務局長によると，今般の引き上げにより，ＰＤＶＳＡの７万人の直接雇用者，２万３，

０００人の非直接雇用者が恩恵を受けるものの，５，０００から８，０００人の請負労働者は

対象とされておらず，同事務局長は引き続き交渉を必要とする旨述べた。

（１４日付 エル・ウニベルサル紙，１５日付 エル・ナシオナル紙）

（キ）電力省原子力部門長の任命

政府は官報において，ナバロ電力大臣が，あらたにＲＵＢＥＮ ＭＡＣＨＡＤＯ氏を，原子

力エネルギー部門長に任命した旨発表した。官報によると，原子力エネルギー部門は，当国の

社会・経済の発展を目的とした原子力の平和利用計画の策定と，他国の原子力関連機関との関

係維持を目的としている。
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（１４日付 エル・ナシオナル紙）

（ク）米シェブロンよるＰＥＴＲＯＢＵＳＣＡＮへの２０億ドルの融資

１８日，米大手石油メジャーのシェブロンは，ＰＤＶＳＡと２００６年から共同で出資して

いる，合弁石油生産会社のＰＥＴＲＯＢＯＳＣＡＮに対する２０億ドルの融資に関し，ベネズ

エラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）と覚書への署名を行った。

融資期間は２０２５年までで，金利はＬＩＢＯＲ＋４．５％。融資される資金は，同鉱区に

おける日量平均１１万５，０００バレルの原油生産量の維持，増産への改修工事へ充当される。

覚書では，ＰＥＴＲＯＢＯＳＣＡＮの今後の資金調達を保証するため，石油販売収入を同事

業が抱える債務残高の支払いに直接充当する仕組みも含まれている。

（補足：通常，ＰＥＴＲＯＢＯＳＣＡＮがＰＤＶＳＡに原油を売却し，ＰＤＶＳＡから同社は

支払いを受けるが，恒常的にＰＤＶＳＡからの支払いが遅延する傾向にある。今般のスキーム

ではＰＥＴＲＯＢＯＳＣＡＮによる原油販売収入がＰＤＶＳＡを介さず債務返済に直接充てら

れることになるため，ＰＥＴＲＯＢＯＳＣＡＮは融資金の返済を確実にでき，同社を実質的に

運営するシェブロンにとりメリットがある。）

（１９日付 エル・ウニベルサル紙）

（ケ）ガソリン向け補助金額

当国のガソリン価格は，政治・経済におけるタブーとされ（注），１９９８年から価格が凍

結されているが，経済学者のＬＵＩＳ ＯＬＩＶＥＲＯＳ氏及びＤＯＭＩＮＧＯ ＳＩＦＯＮ

ＴＥＳ氏によると，２０１１年に政府がガソリン向けに支出した補助金額は，当国のＧＤＰの

４％にあたる，１１８億３，４００万ドルに達する。

また同氏らによると，当国のガソリンの輸出量は１９９８年の日量２２万６，０００バレル

から，２０１１年には４万６，０００バレルまで減少した一方，ベネズエラ石油バスケット価

格（原油・石油製品を含む平均価格）は，１９９８年の１バレル９．３７ドルから同１０１ド

ルまで上昇するなど，ガソリン価格が上昇し本来輸出すれば収入が増加するところ，国内消費

が増加しているため，補助金額が増加する状況となっている。

加えて，１９９８年から２０１１年の間でインフレ率は１，２７０％上昇し，ベネズエラ石

油公社（ＰＤＶＳＡ）の原油生産コストは１バレルあたり１１１％，ガソリン生産コストは同

１６３％上昇しており，ガソリンの生産コストが上昇する中，価格は据え置かれている。

同氏らはイランの例を挙げ，同国のエネルギー向けの補助金額が２０１０年でＧＤＰの１

０％に達しており，同国政府は２０１５年までに段階的に補助金を削減する旨決定したとし，

当国におけるガソリン向け補助金削減の必要性を示唆した。

（注）１９８９年に政府が実施したガソリン等公共料金の値上げが，大規模な暴動（「カラカ

ソ」）に発展したことから，チャベス政権成立後，ガソリン統制価格は１度も値上げされてい

ない。

（２５日付 エル・ウニベルサル紙）

（コ）エル・パリート製油所建設契約署名式

１８日，ＰＤＶＳＡは，日本企業の東洋エンジニアリング，イタリア企業のＦＯＳＴＥＲ・

ＷＨＥＥＬＥＲ社及びベネズエラ企業のＹ＆Ｖ社により組成されたコンソーシアムであるＴＦ
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Ｙ＆Ｖとの間で，エル・パリートの製油所拡張工事に関するエンジニアリング，調達及び建設

サービス契約を締結した。

拡張工事は，工期が４９．５ヶ月，３０億ドル以上が投資される予定であり，今般の工事に

より，現在日量１４万バレルの精製能力が同２８万バレルまで引き上げられる予定。

式典では，ベネズエラ側からは，アスドゥバル・チャベス石油鉱業副大臣兼ＰＤＶＳＡ精製・

販売及び供給部門副社長，ヘスス・サンチェス エル・パリート製油所所長，ガブリエル・オ

リベロス新規製油等事業部門役員，ビンセンテ・ロペスＹ＆Ｖ社副社長らが挨拶した一方，日

本側からは石橋 東洋エンジニアリング社長，イタリア側からはマルコ・モレスコＦＯＳＴＥ

Ｒ・ＷＨＥＥＬＥＲ社ＣＥＯが挨拶を行った。

（２７日付 ＰＤＶＳＡプレスリリース）

（３） 外貨発給状況

（ア）外貨準備高の減少

経済社会開発銀行（ＢＡＮＤＥＳ）と国家開発基金（ＦＯＮＤＥＮ）は，石油価格下落によ

り激減したベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）の外貨準備を補填するため，ＢＣＶへドルを移転し

ている。

ある情報筋によると，政府は，ＢＣＶの外貨準備の流動性が（現金）１２億ドルまで低下し，

輸入１ヶ月分を賄うに不十分な金額となったことに懸念を示し，先週この対策を取ったとされ

る。

ＢＡＮＤＥＳとＦＯＮＤＥＮはそれぞれ１０億ドルをＢＣＶへ売却することで意したが，Ｂ

ＣＶは外貨と引き換えができない１７億ドル近くの債券をＦＯＮＤＥＮへ渡し現金を受け取っ

た。

ベネズエラ中央銀行法には，こうした操作を正当と認める条項はなく，公的金融機関に関す

る法律で規定もされていないことから，今般の合意は合法性に欠ける。

ＢＣＶが現金を必要としているのは，外貨準備の大部分が金準備のためで，金価格も最近下

落しているためと見られ，先週の会合で出た選択肢の一つは，外国市場で金を売却するという

ものだったが，取引の煩雑さと政治的コストから，執行部により破棄された。

ヨーロッパの不況は，歳入の９５％が原油輸出に依存しているベネズエラのような一次産品

市場を動揺させている。短期的な資金需要を保証するマクロ経済安定化基金の欠如は，外貨準

備の状況を悪化させた。更に，２００５年資金プールを目的として設立されたＦＯＮＤＥＮは，

その資金の大部分を政府が選挙運動として進めているインフラ整備の予算に当てられている。

先週，野村証券は石油価格の下落がこのまま続けば，外貨準備のドルが９０億ドル減少し，

外貨準備が２００億ドルになる旨を発表した。

先週のＢＣＶの発表では，外貨準備が２６１億ドルになり，このうち７３%を金で保有してい

る。

（３日付 エル・ナシオナル紙）

（イ）２０１２年上半期の外貨発給承認額

外貨管理委員会（ＣＡＤＩＶＩ）は，今年上半期の外貨発給承認額が，昨年同期比０．６減

となる，１１８億５，８００万ドルになったと発表した。
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他方，年初から６月２２日までの外貨建て債券取引システム（ＳＩＴＭＥ）による外貨供給

額は昨年同期比３２％増となる４９億３，５００万ドルとなった。政府はＣＡＤＩＶＩを通じ

た外貨発給よりもＳＩＴＭＥを通じた外貨発給を増加している。

（１３日付 エル・ウニベルサル紙）

（４）メルコスールへの加盟

（ア）メルコスール加盟国との貿易関係

（ⅰ）メルコスール加盟準備のための大統領諮問委員会の設置

１日付エル・ウニベルサル紙によると，今月３１日にもベネズエラがメルコスールに正式加

盟すると，加盟により生じる全ての権利及び義務，対外共通関税への対応のため４年間の準備

期間が設けられる。チャベス大統領は閣議において，メルコスール加盟に対応するため，閣僚，

国営及び民間企業の代表者からなる大統領諮問委員会の設置を決定した。現在，ベネズエラは

５％，１０％，１５％及び２０％に加え，自動車に限り３５％と，５段階の関税率を採用して

いるが，メルコスールでは１１段階の関税率が適用されている。農産品分野では，従来の関税

率よりも低い税率が適用されることで，国内産品が従来よりも厳しい競争に晒されると共に，

国内の物流インフラの整備の遅れにより，メルコスール市場におけるベネズエラ産品の競争が

困難になると予想される。

（ⅱ）メルコスール以外の国との貿易関係の見直し

チャベス大統領は，米国，ペルー及びコロンビア間の自由貿易合意に対抗し，２００６年，

ベネズエラのアンデス共同体からの脱退を決めた。

同大統領は，大統領就任後に継続してこれらの自由貿易合意を批判しており，これまで米州

ボリーバル同盟（ＡＬＢＡ）加盟国間での貿易協定の締結を推進してきた。

他方，今般のメルコスール加盟により，チャベス政権は，メルコスールがエジプト，イスラ

エル（２００９年１月，当国は国交断絶），パレスチナといった国々と署名した貿易協定に応じ

ざるを得なくなると見られる。

加えて，メルコスールは，シリア，南アフリカ及びトルコとの間で自由貿易地域の枠組みに，

また，アイルランド，リヒテンシュタイン，ノルウェー，スイスと商業協力のアクションプラ

ンに合意している。

他方で，今般のベネズエラのメルコスール加盟が，２０００年から交渉しているＥＵとの協

定といった新たな合意を妨げるのではないかと危惧されている。

また，専門家によると，当国は今般の正式加盟により，メルコスール域外の国との既存の貿

易協定の見直しが求められる。例えば，当国はアンデス共同体（ＣＡＮ）の脱退後，加盟諸国

との間で脱退前とほぼ同じ条件で二国間協定を締結したが，メルコスールへの正式加盟後は，

二国間協定の見直しを迫られる可能性がある。また，既存の貿易協定の見直しは中国，イラン

との協定にも適用される。

（ⅲ）メルコスール加盟国の輸出入・産業の状況

２日付エル・ウニベルサル紙によると，現在，加盟国間でウルグアイ及びパラグアイは輸入

超過の状況であるが，ベネズエラも同様の事態が生じると見られる。経済学者のアレシア・ロ・
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トゥルコ氏によると，メルコスールへの加盟により，ウルグアイ及びパラグアイは主に一次産

品やローテク産品の輸出が増加したのと対照的に，亜は中程度の技術を必要とする製品の輸出

を増加させた。また，伯は他の加盟国と比べ最も工業化しており，（メルコスール加盟により）

最も成功した国である。実際，各国の輸出額に占める製品輸出の割合は，伯が３６．４％，亜

が３２．２％，ウルグアイが２５．７％，パラグアイが１０．７％となっている一方，ベネズ

エラは１％にも満たない。

（ⅳ）高いインフレ率，為替レートの改善

１日付エル・ウニベルサル紙によると，ベネズエラがメルコスール加盟国間で一方的な輸入

国とならないためには，高いインフレ率と不当に高い為替レートの改善が求められている。２

０１２年４月におけるベネズエラの累積インフレ率が２３％に達したのに比べ，他のメルコ

スール加盟国は，パラグアイ３．３％，伯５．１％，ウルグアイ８％，亜９．８％と，低い値

で推移しているが，これは言い換えるとベネズエラ企業の生産コストが最も高く，その製品は

国際競争力が低いことを意味する。また，全ての物の値段が上昇する一方で，輸入品は固定為

替レートにより国内生産品よりも安くなる。

（ⅴ）自動車産業の見解

４日付けエル・ウニベルサル紙によると，ベネズエラのメルコスール加盟で，政府が加盟国

からの自動車輸入を増やすのではないかとの懸念が自動車産業に広がっている。２００９年か

ら政府は民間企業の輸入を規制しており，ベネズエラの自動車産業は，他国では起こりえない

一連の非効率，つまり，外貨管理委員会（ＣＡＤＩＶＩ）による外貨発給遅延，組立部品の輸

入の遅れ，労働者の高い欠勤率などの問題を抱えており，市場競争力を持っていない。ベネズ

エラ自動車製造産業協会（ＦＡＶＥＮＰＡ）の代表であるルイス・エルナンデス氏は，我々に

とってメルコスールは非常に有害である，部品メーカーは国内市場をカバーするための基幹と

なる原料すら保証されていない，国内市場の需要すら満たせないのに他国に市場を開放できな

いと語った。ベネズエラ工業連盟（ＣＯＮＩＮＤＵＳＴＲＩＡ）は，メルコスールの加盟によ

り結果として，多くの中小企業の閉鎖と多くの失業をもたらすであろう，経済政策の是正がな

いと，製造業はブラジルとアルゼンチンと競争できない，価格統制，為替管理，生産と国内市

場の供給の法規などのネガティブな経済政策は，絶対に見直されねばならないとのコミュニケ

を発表した。

（ⅵ）メルコスール加盟規定

３１日，チャベス大統領臨席の下，ブラジリアにおいて当国のメルコスール加盟式が開催され

るが，当国は正式加盟に伴い４年以内に，徐々にメルコスールの多数の規定を適用する必要が

生じる。

例えば，メルコスール加盟規定第１１条では，新たに加盟する国は，メルコスール規定の適

用に向けた日程案を策定するために，加盟国の代表による作業部会を発足させ，正式加盟した

日から３０日以内に第１回会合を行うと共に，第１会合から１８０日以内に右日程案に関する

課題に対する結論を出すことを義務づけている。

また，４年以内にメルコスール関税品目分類表（ＮＣＭ）及び対外共通関税（ＡＥＣ）に関

する規定を適用しなければならない。
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（ⅶ）メルコスールと投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）脱退との関係

加えて，当国は２５日に投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）からの脱退が確定したが，

メルコスールはＩＣＳＩＤを，国と投資企業の間で生じる国際仲裁の場として利用しており，

当国がＩＣＳＩＤを脱退しても，メルコスールがＩＣＳＩＤを認めないということや，（ベネ

ズエラ以外の）メルコスールに投資する企業が，加盟国政府をＩＣＳＩＤに訴えられなくなる

わけではない。

（イ）メルコスール加盟による労働市場への影響

ラテンアメリカ社会調査機関の経済学者であるアロンソ氏の調査によると，当国は，アルゼ

ンチン及びブラジルを中心としたメルコスール加盟国との経済的な不均衡により，当国におけ

る短期的，中期的に予想される失業者数は１９０万人に及ぶとされ，特に，食料生産分野では，

政府による鶏卵や鶏肉の生産強化策を導入したとしても，１７０万人の雇用減少が見込まれる。

他方，ある労働団体の調査によると，当国と他のメルコスール加盟国を比較すると，トウモ

ロコシの生産性は亜の半分，サトウキビの生産性は１ヘクタールあたりで伯の２２％未満であ

り，同分野では１２万人のベネズエラ人の雇用が危機に晒されることが見込まれる。

また，鉄の生産では１トンあたりの生産コストが当国の場合１４ドルであるところ，伯では

７ドル，アルミの生産では，一人当たり生産高が当国では１，０９０トンであるが，伯は２倍

以上の２，２１８トンである。

同調査は，メルコスール加盟は加盟国間の公平な貿易にメリットがあるとしつつも，全ての

加盟国に対し貿易赤字を先行させているベネズエラの現状では，加盟国間において単なる輸入

国となるだけで，更なる失業率の上昇が懸念されるとしている。

（ウ）メルコスールへの加盟に備えた輸出振興基金の設立

（ⅰ）メネンテス産業大臣の見解

メネンテス産業大臣は，記者会見において「メルコスール加盟国から輸入する食料品は，関

税率が０になることから確実に安価になる。」と述べ，メルコスールへの加盟により，食料品

がより安価になる旨述べた。また同大臣は，１０日に副大統領府にて開催された経済分野に関

する会合でも同様の発言を繰り返し述べると共に，亜及び伯企業と政府との合弁企業設立によ

り国内産業を促進させる考えを明らかにした。

（ⅱ）輸出振興基金の設立

２４日，チャベス大統領は，亜のビド企画大臣との会談後，メルコスール加盟に向けた輸出

振興策として，５億ドルの輸出振興基金を設立する旨発表した。同大統領によると，大統領諮

問委員会により融資先が決定される。資対象は公企業及び民間企業で，輸出企業として有力視

される企業のリストアップ作業が実施されている。

他方，ベネズエラ産業連盟（ＣＯＮＩＮＤＵＳＴＲＩＡ）のＬＡＲＲＡＺＡＢＡＬ代表は，

輸出振興に必要なのは資金ではなく，原材料を輸入するための外貨の不足や，港湾サービスの

充実等の問題を解決することであるとした。特に，港湾サービスについては，輸出のために，

伯・亜が３日しか作業に要しないところ，当国は２～３ヶ月かかると述べ，競争環境の整備を

訴えた。

（１日～３０日付 エル・ウニベルサル紙，エル・ナシオナル紙）
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